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消費生活相談体制をはじめとする地方消費者行政の維持・強化を求める意見書 

 

２０２４年（令和６年）１０月２５日 

仙 台 弁 護 士 会     

会 長  藤 田 祐 子 

 

第１ 意見の趣旨 

１ 国は、地方消費者行政推進事業に対する地方消費者行政強化交付金の交付期

限を延長すべきである。並行して、消費生活相談員の人件費にも充てることが

できるような財政支援を早急に行うべきである。 

２ 全国消費生活情報ネットワークシステム（ＰＩＯ―ＮＥＴ）の刷新及び消費

生活相談のデジタル化の構築・運営のための経費は、国が全額ないし相当額に

ついて費用負担すべきである。 

３ 国は、ＰＩО－ＮＥＴ登録事務など国の事務の性質を有する消費者行政費用

について、恒常的に財政負担をするべきであり、地方財政法第１０条をしかる

べく改正すべきである。 

 

第２ 意見の理由 

１ 消費者被害の現状等 

２００８年以降の１０年間の消費生活相談の消費生活相談件数はおおむね９

０万件前後と高止まりし、２０２３年の消費生活相談件数も９０.９万件と前

年・前々年よりも増加した。また、宮城県においても依然として１．８万件程

度で高止まりしている。 

消費者トラブルの形態も多様化・高度化し続け、２０２３年は、全国で、イ

ンターネット通販の「定期購入」に関する相談件数は９万８１０１件、ＳＮＳ

をきっかけとした相談件数は８万４０４件となり、いずれも過去最多となった。

消費者被害・トラブルに遭った経験があった人のうち、消費生活センター及び

消費生活相談窓口に相談した顕在化率は約３．４％程度にとどまることから、

実際の消費者トラブルは相談受付件数の２０倍を大きく超えると推計されてい

る。さらに言えば、２０２３年の被害額の推計額は、過去最高の約８.８兆円（前

年約６.５兆円）となった。 

このように、消費生活相談件数は高止まりのまま消費者トラブルが多様化・

高度化している。消費者トラブル防止・救済の施策は国を挙げて取り組むべき

課題であり、国だけでなく、消費者にとって身近な地方公共団体（以下「自治
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体」という。）における相談体制の整備・充実が不可欠であることは誰の目にも

明らかである。 

２ 地方消費者行政の現状と問題点 

２００９年度に消費者庁及び消費者委員会が創設された。国は、自治体の消

費者行政、特に消費生活相談の充実強化に向け、２００９年度から地方消費者

行政活性化交付金、２０１２年度から地方消費者行政推進交付金（以下「推進

交付金」という。）を設け、２０１８年度から現行の地方消費者行政強化交付金

（以下「強化交付金」という。）に移行し、財政支援を続けてきた。強化交付金

は、原則的に補助率５０％とし自治体の自主財源による負担も求めるものとな

っていたが、強化交付金のうち地方消費者行政推進事業に対する強化交付金（以

下「推進事業に対する強化交付金」という。）は、補助率が１００％とされた（前

身である推進交付金の交付期限までとの限定であるが）。 

２０１８年度以降、地方消費者行政予算について、自治体の自主財源が少し

ずつ増加しているものの、未だ不十分であり、特に小規模自治体の多くは交付

金に依存しているところが多い。２０２３年度でも消費者行政本課及び消費生

活センター以外の部署も含めた自治体全体の消費者行政予算の中で自主財源の

ない市区町村が２２４（市町村数における１３．０％、２万人未満の自治体で

は２０５）あり、消費者行政の自主財源がゼロの小規模自治体もまだ多数存在

している。 

消費者被害防止・救済の施策は国民が安心して暮らすため不可欠であるにも

かかわらず、自主財源が十分（あるいは全く）確保できない自治体が未だ多い。

自治体の財政力の格差によって、消費者行政の体制や施策に格差が生じている。 

 ３ 消費生活相談員の人材確保の困難化 

さらに近年、特に問題となっているのが、消費生活相談員の担い手不足の深

刻化である。各地から、新規人員を募集しても適任者が確保できない、若い人

材が確保できないという切実な声があがっている。担い手不足の原因として、

会計年度任用職員制度が導入されたことにより再任用がされないケースも出て

きていること、同制度では専門性が高い業種に見合う賃金になっていないなど

の問題があること、専門職としての処遇改善・安定雇用が確保されていないこ

となどが指摘されている。消費生活相談員の人材確保ができなければ、消費生

活センター及び相談窓口における相談体制自体が維持できなくなるおそれがあ

り、ひいてはＰＩＯ－ＮＥＴの相談情報の集約に支障を来す事態となりかねな

い。 

４ 地方消費者行政推進事業に対する交付金の交付期限到来による影響と国の財
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政支援継続の必要性（意見の趣旨１について） 

推進交付金と現行の推進事業に対する強化交付金は、国の補助率が１００％

であり、消費生活相談員の人件費にも充てることができた。同制度が、消費者

庁創設後に新設・増設された相談体制を下支えしてきた。しかし、現行の推進

事業に対する強化交付金の活用期限の多くは２０２４年度、２０２５年度に終

了することとなっている（２０２７年度で全て終了する）。相談員人件費に充て

られる推進事業に対する強化交付金が途切れてしまうと、財政力の弱い自治体

では一般財源で消費生活相談員を任用する財政基盤がなく、消費生活相談員の

任用できず、専門的な相談体制を維持すること自体が危うくなる。専門的な消

費生活相談体制の維持が困難となる自治体が増加すると、全国の消費生活相談

情報の集約率が低下し、悪質事業者規制や法制度の見直し等の国全体の消費者

施策の低下をも招く。 

また、推進事業に対する強化交付金は人件費のほか、消費者被害予防啓発・

消費者教育等にも充てられてきた。これらについても活用期限の終了により今

後実施が困難となる自治体が発生することが容易に想像でき、国が進める消費

者教育の推進にも支障が生じる。 

宮城県においても、推進交付金を人件費として活用している自治体は２０１

７年には２４であったが、その後強化交付金に移行後、推進事業に関する強化

交付金を人件費として活用している自治体が２０２２年度にはわずか３までに

減少した。県内市町村（仙台市を除く）消費生活相談員の数も、２０１７年度

には４８人だったのが強化交付金に移行後の２０２２年度には４０人と８人減

少した。相談員が不在の市町村は２０１７年度には２だけだったが、強化交付

金に移行後の２０２２年度には６に増加した。我が県でも財源不足等による専

門的な消費生活相談体制維持の問題が現に生じている。さらに、宮城県下３５
市町村のうち、推進事業に対する強化交付金の活用期限を迎える自治体が、２
０２４年度に４、２０２５年度に２、２０２６年度に４あることから、その影
響が懸念される。 

自主財源比率がまだまだ低い状況にある現状において、人件費にも活用でき

た推進事業に対する強化交付金の終了等により消費者行政の後退を招くこと、

特に、財政基盤の弱い小規模自治体の消費者行政が縮小してしまうことは誰の

目にも明らかである。 

消費者被害防止・救済の施策は国民が安心して暮らすため不可欠である以上、

消費者地方自治体の自主財源が相当程度の比率に達するまでの相当期間、推進

事業に対する強化交付金の交付期限を延長するべきである。並行して、同交付
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金と同様消費生活相談員の人件費にも充てることができる交付金等の財政支援

を早急に行うべきである。 

５ ＰＩＯ－ＮＥＴ刷新及び消費生活相談のデジタル化における国の費用負担の

必要性（意見の趣旨２について） 

消費者庁は、現在、ＰＩＯ－ＮＥＴシステムを刷新し、消費者向けウェブサ

イトや相談支援システム、相談分析、情報提供システム等のシステム基盤の整

備を行うというデジタル化計画を進めている。新システムの導入により効率化

等が図られることは有意義であるが、これに関する自治体の費用負担の問題が

顕在化している。 

現行システムのＰＩＯ－ＮＥＴでは専用の端末が国民生活センターから必要

台数貸与され、その端末を維持するための通信費・消耗品・保守費用も含めて

国が負担していたが、新システムの導入に必要な端末（パソコン）の設備費用

は強化交付金の対象とならず、地方自治体が負担するとされており、システム

利用に係る経常的経費（通信費や保守費等）も自治体負担とされた。消費生活

相談は「自治事務であり地方交付税措置をしている」ことがその理由であると

いう。 

しかし、ＰＩＯ－ＮＥＴに登録される情報は、相談現場における助言・あっ

せんのための情報としての役割以外に、法執行の端緒や立法政策の根拠ともな

るものである。できるだけ広く・多くの自治体がＰＩＯ－ＮＥＴを活用できる

環境を作り、全国的に被告情報収集・集約をすることが国にとって望ましいは

ずである。しかし、地方自治体に全額の負担を求めると、財政負担能力が低い

自治体は新システムの導入ができなくなりＰＩＯ－ＮＥＴの導入を止めるおそ

れがある。そうなっては全国の消費者がどこにいても最新の情報に基づく適切

な相談・助言を受けられる体制にならず、消費生活相談情報を一元的に集約し

国の消費者行政施策に活用する仕組み全体の機能低下が免れない。 

かかる結果を招かないよう、新システム構築は全国の自治体においてあまね

く導入されるよう体制を整えるべきであり、全部ないし相当額について国が費

用負担すべきである。 

６ 国の事務の性質を有する消費者行政費用の国による恒常的財政負担の必要性

（意見の趣旨３について） 

地方財政法第１０条は、「地方公共団体が法令に基づいて実施しなければな

らない事務であって、国と地方公共団体相互の利害に関係がある事務のうち、

その円滑な運営を期するためには、なお、国が進んで経費を負担する必要があ

る次に掲げるものについては、国が、その経費の全部又は一部を負担する。」と
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して、全国的に影響する事項や地域格差を解消し最低限の水準を確保すべき事

項を同条各号に列挙している。しかし、現在、消費者行政費用はこれに規定さ

れていない。 

前述のとおり、消費者被害防止・救済の施策は国を挙げて取り組むべき課題

である。消費生活相談情報の登録・維持管理事務についていえば、ＰＩＯ－Ｎ

ＥＴに登録される情報は、国の消費者行政の情報源（法執行の端緒や立法政策

の根拠）として活用されるものであり、ＰＩＯ－ＮＥＴがその目的役割を十分

果たせるようにするためには、全国各地の消費者相談情報の収集が適時・適切・

安定的に行われることが必要である。ＰＩＯ－ＮＥＴに精度の高い情報が入力

蓄積されているのは、自治体が、相談窓口を設置・広報し、専門性の高い消費

生活相談員を雇用して聞き取りや整理分析を行っているからである。各自治体

が多大なコストを掛けて収集した貴重な情報によって全国各地の消費者救済が

なされていることを国はまずもって認識すべきである。 

全国の消費者被害防止・救済は各自治体の活躍によって維持・発展されるこ

とからすれば、消費者行政のうち、国全体の消費者被害の防止の意義を有する

事務については、国が恒常的に財政負担する事務として位置づけるべきであり、

地方財政法第１０条をしかるべく改正すべきである。 

全国の消費者被害ＰＩＯ－ＮＥＴシステムの目的・役割をよりよく果たせる

ようにするためにも、貴重な情報を蓄積するために地方が負担しているコスト

の分担という意味でも、地方自治体の情報登録業務（これにかかる人件費や維

持管理費用）について、国の恒常的な費用負担が行われるべきである。 

以上 


